
自動車整備業の生産性向上等に関する調査

● 令和２年度 調査内容

中小企業等経営強化法に基づく「経営力向上計画」の認定を受けた自動車整備事業者（以下「認定事業者」）に対し、設備
の導入効果等に関するアンケート調査を実施 （R1.8.1～R2.7.31の間に認定を受けた３０５社を対象）

アンケート回答事業者から好事例を抽出し、深堀りのためのヒアリング調査を実施 （１７社を対象）

１．主なアンケート調査結果

② 今回、認定を受けて利用した（利用する予定の）支援措置（N=136 複数回答可）

① 経営力向上計画の認定を受けて実施した取組（N=136 複数回答可）
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1. 法人税（所得税）の即時償却•特別…

2. 法人税（所得税）の税額控除

3. 低利融資

4. 債務保証

5. ものづくり補助金等の審査における…

6. その他

無回答
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5. その他

1. 研修等の人材育成

2. 作業環境の改善や残業時間の
削減等による従業員満足度の向上

3. 老朽化設備の更新や整備技術の高度化
作業効率化に対応した設備導入

4. 省エネルギー設備の導入等による
コストの削減

無回答

その他の回答では、「協同組合の株式会社への組織変更」や「ＣＳ工場」等
が挙げられた。

経営力向上計画の認定は、ものづくり補助金等各種補助金の加点項目※に
なっており、税制上様々な優遇を受けられる制度であるため、事業者にお
いて積極的な制度活用が伺える。※2020年度は加点対象外

③ これまでに活用した国による支援策（N=84 複数回答可）
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1. 補助金

2.税制優遇

3.低利融資

4. 債務保証

5. その他

無回答

１．補助金
（スキャンツール、ものづくり等）

これまでの国による支援策の活用有無については、62%の事業者から国による
支援策を活用したことが「ある」と回答があった。

④ 経営力向上計画の実施による効果（N=136 複数回答可）
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1. 生産性が向上した
2.作業時間が短縮した
3.入庫台数が増加した

4.売上高が伸びた
5.整備要員の技術力が上がった

6.人材育成に役立った
7.その他
無回答

「生産性の向上」や「作業時間の短縮」など設備の導入効果を実感している事業
者が多数いることが確認された。



自動車整備業の生産性向上等に関する調査

⑦ 人材確保・育成や労働環境等に関する取組（N=136 複数回答可）

【アンケート結果】
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1. 高校・専門学校等への積極的な訪問
2. 多様な媒体による募集

3. 技能向上のための教育・訓練
4. 資格取得の支援
5. 労働時間の削減

6. 給与の改善
7. 作業環境の向上
8.福利厚生の充実

無回答
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1.スキャンツール等の新技術対応機器・設備を導入

2.整備振興会や損保協会等の講習会等に参加

3.ディーラーや工具メーカー等の講習会等に参加

4.他の事業者との情報交換

5. その他

無回答

⑥ 新技術に対する整備技術の高度化に関する取組（N=136 複数回答可）
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1. 人材確保・人材育成

2. 後継者問題

3. 売上確保

4. 新技術に対する整備技術の高度化対応

5.設備導入•更新

6.その他

無回答

⑤ 現在の経営課題（N=136 複数回答可）

自動車整備士を目指す若者が激減しており、日整連の調査でも既に事業運営に支障
がでていることが確認されており、整備業界の喫緊の課題となっている。

6割以上の事業者において高度化に関する取組が実施されており、新技術への対応
について、意識の高さが確認された。

取組みを実施しているとする回答は半数程度であった。
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２．ヒアリング調査結果

株式会社 ＴＷＯ ＴＯＰ ／ 指定工場

香川県三豊市 従業員数１０名(うち整備要員５名)

◆認定年月
令和元年１２月

◆導入設備
複合試験機、ヘッドライトテスター
オパシメーター、マルチリフト

◆利用した支援措置
法人税の即時償却

◆効果
・指定取得に伴う複合試験機等の導入により、外注費を削減することが
でき、車両を外注先等に持ち込む時間も削減することができた。
・マルチリフトの導入により作業効率が1.2～1.3倍向上した。
・作業効率が向上した結果、作業時間短縮が図られコスト削減につなが
った。

協業組合 みのわ車検センター ／ 指定工場

長野県上伊那郡箕輪町 従業員数６名(うち整備要員５名)

◆認定年月
令和元年１１月

◆導入設備
ＯＳＳ対応ソフトウェア

◆利用した支援措置
法人税額の控除

◆効果
・重量税印紙の購入のための外出時間及び貼付時間が削減された。
・保安基準適合証への記入ミスが減少した。
・事務処理の作業効率が向上し、社員の作業負担が軽減された。

有限会社 伸自動車 ／ 指定工場

福岡県福岡市 従業員数２３名(うち整備要員１４名)

◆認定年月
令和元年１０月

◆導入設備
三次元車両測定装置
ホイールアライメントテスター

◆利用した支援措置
法人税額の控除

◆効果
・三次元車両計測装置の導入により、フレーム修正の作業時間を約半日
短縮することができた。
・ホールアライメントテスターの導入により、従来外注していた調整作
業を内製化することができ、車両の持ち込みに要した時間とコストを
削減することができた。

有限会社 松原自動車整備工場 ／ 指定工場

栃木県宇都宮市 従業員数５名(うち整備要員４名)

◆認定年月
令和２年４月

◆導入設備
塗装ブース

◆利用した支援措置
法人税の即時償却

◆効果
・新型の塗装ブースの導入により、一年通して同じ環境で塗装できるよ
うになり、品質が向上した。
・作業効率が向上し、作業時間短縮が図られコスト削減につながった。


